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 （続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
契約が締結されると、その内容は変更されることなく効力を持ち続けるのが原則で
あるが、その例外として、契約締結後の事情変動を理由に契約内容の変更や契約の解
消を認める法理が承認されている。このような事情変更法理はどのように正当化さ
れ、その要件及び効果はどのようなものであるべきか。また、債権者は、債務者に対
して債務の履行を求める権利を有しているが、一定の場合には、そうした履行請求権
は認められるべきではないとされている。その根拠はどこに求められ、どのような場
合に履行請求権が否定されるのか。 
 本論文は、これらの問題の根源が「契約」の捉え方にあるとみて、その内容を定型
的に理解した上で外在的な理由から制約するという従来のアプローチに代えて、当事
者が契約においてどのようなリスクを引き受けているかという点に着目し、事情変更
法理及び履行請求権の限界も当事者が設定した契約規範の内容の確定であると理解す
るアプローチを採用する。その上で、契約規範ではリスク配分が決められていない場
合は、私的自治ないし自律の尊重という観点から、解決を当事者の再交渉に委ねると
しても、当事者の機会主義的行動を防ぐために、両当事者が事情の変更が生じたこと
を踏まえて新たに交渉したならば合意したであろう内容に改訂するように裁判所に求
める権利を認める必要があるとする。また、履行請求権の限界については、契約上の
義務が認められるかどうかと、その義務に違反した場合にどのような救済が認められ
るかという問題とは切り離して考えることができるとし、履行請求権は現実の給付を
請求する権利であるという特殊性に鑑みて、履行不能のほか、比例原則に反して著し
く大きな費用を要する場合にも、履行請求権の遮断を認める可能性があるとする。 
 本論文の特徴は、これまで他律的な根拠から認められてきたこれらの問題を私的自
治ないし自律の尊重と支援という観点から捉え直す可能性を示したところにある。リ
スク配分規範まで含めた契約規範の確定という構想は、契約責任一般に波及していく
ものであり、その射程は大きい。また、法及び裁判所が当事者の権利を保障するとい
う固有の役割を果たすことを通じて、当事者の自律を支援し促進するという構想は、
私法制度一般について再検討を促す指針となりうる。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものと認め
られる。 
 また、平成28年8月3日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
